
 
総務企画委員会説明資料（議案関係）  

 
 
                             会計事務局 会計管理課  

項 目  茨城県証紙条例の一部を改正する条例【一部改正】  

 
１ 改正の理由  

地方自治法の改正により、指定代理納付者制度に代わり指定納付者受託制度が

創設されたことに伴い、所要の改正を行う。  
     
  ＜背景・必要性＞ 

法においては、社会全体のデジタル化を推進するため、地方公共団体の歳入

等について、スマートフォンアプリ等を利用した決済方法を柔軟に活用するこ

とができる環境整備を図ることを目的として、指定代理納付者制度に代わり、

指定納付受託者制度が創設された。 

 

【参考】 

(1) 指定代理納付者制度 

地方公共団体の歳入の納付について、クレジットカード決済による納付

を可能とするため創設されたもの。 

(2) 指定納付受託者制度 

クレジットカードに加え、スマートフォンアプリ等を利用した決済方法

（電子マネーや QR コード決裁等）による納付が可能であることが明確に

規定されたもの。 

 

 

２ 内 容  
   証紙以外の納付も可能と定めている指定代理納付者に納付させる手数料等の

規定について、法の引用条項及び指定代理納付者を指定納付受託者に改める等の

改正を行う。  
 
 

３ 効果・影響  
本県では、総務省通知（※）に基づき、法改正前からスマートフォンアプリを

利用した決済方法での収納を導入していたため実質的な影響はないが、今後の更

なるデジタル収納に対応できるなど、県民の利便性向上が図られる。 

  ※  電子マネーを利用した公金の収納について（平成 31 年 3 月 29 日付け総務省  
自治行政局行政課長通知）  

 
 

４ 施行日  
   令和５年４月１日  
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茨城県証紙条例新旧対照表 

改正案 現行 

  

(収入の方法) (収入の方法) 

第 2 条 別表に定める使用料及び手数料は，証紙による収入の方法

により徴収する。ただし，次のいずれかに該当する使用料及び手

数料にあつては，これによらないことができる。 

第 2 条 別表に定める使用料及び手数料は，証紙による収入の方法

により徴収する。ただし，次のいずれかに該当する使用料及び手

数料にあつては，これによらないことができる。 

(1) 情報通信技術を活用した行政の推進等に関する法律(平成 14

年法律第 151 号)第６条第１項又は茨城県行政手続等における情

報通信の技術の利用に関する条例(平成 16 年茨城県条例第９号)

第３条第１項の規定により電子情報処理組織を使用して行う申

請等に係る使用料及び手数料 

(1) 情報通信技術を活用した行政の推進等に関する法律(平成 14

年法律第 151 号)第６条第１項又は茨城県行政手続等における情

報通信の技術の利用に関する条例(平成 16 年茨城県条例第９号)

第３条第１項の規定により電子情報処理組織を使用して行う申

請等に係る使用料及び手数料 

(2) 地方自治法第 231 条の２の２の規定により指定納付受託者（同

法第 231 条の２の３第１項に規定する指定納付受託者をいう。）

に納付を委託する使用料及び手数料 

(2) 地方自治法第 231 条の２第６項の規定により指定代理納付者

に納付させる使用料及び手数料 
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総務企画委員会説明資料 

人事委員会事務局  

項目 令和５年度茨城県職員等採用試験実施計画について 

  

 

【令和５年度茨城県職員等採用試験実施計画概要】 

試験区分 
試験案内 
公表日 

申込受付期間 第１次試験 最終合格発表 

大学 
卒業 
程度 

事務(知事Ｂ) 3/1(水) 
3/1(水) 
～3/22(水) 

4/5(水) 
～4/18(火) 

6 月上旬 

事務(知事Ａ) 
事務(警察) 
技術系職種 

4/26(水) 
4/26(水) 
～5/17(水) 

6/18(日) 8 月中下旬 

高校 
卒業 
程度 

事務(知事) 
事務(警察) 
事務(小中学校) 
技術系職種 

4/26(水) 
7/3(月) 
  ～8/18(金) 

9/24(日) 11 月上旬 

  ※  事務（知事部局等 B）については、3月 1日（水）から受験申込受付中（採

用予定人員 10 名程度） 

  ※  各職種ごとの採用予定人員は、試験案内に記載 

  ※  令和 5年度の大学卒業程度試験では、県外会場を設置予定 

 

 

 

(参考 令和 4年度職員採用試験実施状況)  

試験区分 職種 
受験者数 

（人） 

最終合格者数 

（人） 

競争率 

（倍） 

大学卒業程度 

事務 ５５４ １３４ ４．１ 

技術系職種 ２０９ ９４ ２．２ 

合計 ７６３ ２２８ ３．３ 

高校卒業程度 

事務 ２３７ ６７ ３．５ 

技術系職種 １７ ８ ２．１ 

小中学校事務 １１２ ２６ ４．３ 

計 ３６６ １０１ ３．６ 

大学卒業程度 

（特別） 

事務 １０１ １４ ７．２ 

技術系職種 ６ ３ ２．０ 

合計 １０７ １７ ６．３ 
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